
１．継続組織の前提に関する注記

　　該当なし。

２．重要な会計方針

 (１) 固定資産の減価償却の方法

　　  固定資産の減価償却の方法は、定額法による。

 (２) 引当金の計上基準

　　  役員退職慰労引当金

　　  役員の退職慰労金の支給に備えるため、事業年度末における要支給額を計上している。

　　  賞与引当金

　　  職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当該事業年度負担額を計上している。

　　  退職給付引当金

　　  職員の退職金の支給に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

 (３) 消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式による。

３．会計方針の変更

　　該当なし。

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

基本財産

　普通預金

　土地

特定資産

　建物

　構築物

　機械装置

　什器備品

　水道施設利用権

　車両運搬具

  役員退職慰労引当金積立資産

　退職給付引当金積立資産

  設備更新・導入費用準備金積立資産

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
　　

基本財産

  普通預金

　土地

特定資産

　建物

　構築物

　機械装置

　什器備品

　水道施設利用権

　車両運搬具

　退職給付引当金積立資産

財務諸表に対する注記

(単位：円）

科　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

50,760,750 0 0 50,760,750

346,265,750 0 0 346,265,750

1,039,688,202 0 71,368,267 968,319,935

43,575,035 0 8,335,766 35,239,269

163,911,711 1,256,200 51,681,616 113,486,295

30,686,930 1,813,130 12,505,757 19,994,303

875,007 0 146,159 728,848

3,501,944 0 955,074 2,546,870

  機器点検・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ費用等準備資金積立資産 170,000,000 20,000,000 70,000,000 120,000,000

19,329,543 2,306,817 0 21,636,360

24,390,952 3,972,901 3,804,556 24,559,297

80,298,316 222,014,605 0 302,312,921

合　計 1,973,284,140 251,363,653 218,797,195 2,005,850,598

(単位：円）

科　目 当期末残高
(うち指定正味財産
からの充当額)

(うち一般正味財産
からの充当額)

(うち負債
に対応する額)

50,760,750 ( 50,760,750) ( 0) ( 0)

346,265,750 ( 19,239,250) ( 327,026,500) ( 0)

968,319,935 ( 967,211,461) ( 1,108,474) ( 0)

35,239,269 ( 22,793,293) ( 12,445,976) ( 0)

113,486,295 ( 19) ( 113,486,276) ( 0)

19,994,303 ( 507,122) ( 19,487,181) ( 0)

728,848 ( 61,475) ( 667,373) ( 0)

2,546,870 ( 0) ( 2,546,870) ( 0)

  機器点検・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ費用等準備資金積立資産 120,000,000 ( 0) ( 120,000,000) ( 0)

  役員退職慰労引当金積立資産 21,636,360 ( 0) ( 0) ( 21,636,360)

24,559,297 ( 0) ( 0) ( 24,559,297)

  設備更新・導入費用準備金積立資産 302,312,921 ( 0) ( 302,312,921) ( 0)

合　計 2,005,850,598 ( 1,060,573,370) ( 899,081,571) ( 46,195,657)



６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　（直接法により減価償却を行っている場合）

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

７．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

　　（貸倒引当金を直接控除した残額のみを記載した場合）

　　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

８．保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務

　　該当なし。

９．基金及び代替基金の増減額及びその残高

　　該当なし。

１０．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

１１．関連当事者との取引の内容

　　該当なし。

１２．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

　　該当なし。

１３．重要な後発事象

　　該当なし。

(単位：円）

科　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 1,735,206,629 766,886,694 968,319,935

構築物 268,566,946 233,327,677 35,239,269

機械装置 2,883,744,334 2,770,258,039 113,486,295

什器備品 356,493,346 336,499,043 19,994,303

水道施設利用権 2,181,500 1,452,652 728,848

ソフトウェア 882,000 882,000 0

車両運搬具 11,500,230 8,953,360 2,546,870

合　計 5,258,574,985 4,118,259,465 1,140,315,520

(単位：円）

科　目 債権金額
貸倒引当金の
当期末残高

債権の
当期末残高

未収金 92,793,791 0 92,793,791

合　計 92,793,791 0 92,793,791

(単位：円）

内　　容 金　　額

合　　計 78,186,932

経常収益への振替額

　基本財産受取利息 430

　減価償却費等計上による振替額 78,186,502


